
12（１） 住宅・建築物（住宅・建築物産業・次世代電力マネジメント産業）

 住宅についても省エネ基準適合率の向上に向けて
更なる規制的措置の導入を検討する。

– 住宅を含む省エネ基準の適合義務付けなど、規制
措置を強化。

– また、既存ストックについても、省エネリフォームの拡大や
省エネ性能の向上に資する不動産事業に対する投資
促進に向けた措置など、対策を充実・強化。

 非住宅・中高層建築物の木造化を促進する。
– 2021年中に建築基準の合理化、翌年から所要の
制度的措置を講じる。

– CLTなどの新たな部材を活用した先導的な設計・施工
技術が導入される木造建築物に対して支援。

 住宅やビルのゼロエネルギー化を実現し、家庭やビル
オーナーが負担する光熱費の大幅な低減を目指す。

– 住宅の場合、ZEHで、約16万円／年（80％
相当）削減。

– さらに、太陽光発電や蓄電池・EVによるピークシフト、
HEMS等の活用で、光熱費ゼロ又は大幅な低減を
目指す。

 住宅の断熱性能向上等を通じて、ヒートショック防止
により、健康リスクの低減を図る。

– 入浴時を含め、暖かい部屋から寒い部屋への移動の
際などに、温度の急な変化により生じる健康リスクの低
減を図る。

主な今後の取組

2050年における国民生活のメリット
①屋根・外壁・窓などの断熱性能
等に関する基準（住宅のみ適
用）

（外皮基準）

②暖冷房、換気、給湯、照明など
のエネルギー消費量に関する基
準
（一次エネルギー消費量基準）

現行の省エネ基準の概要



12（２） 次世代電力マネジメント（住宅・建築物産業・次世代電力マネジメント産業）

 デジタル制御や市場取引を通じ、分散型エネルギー
を活用したアグリゲーションビジネスを推進する。

– 分散型エネルギーリソース（DER）の活用最適化に
向け、FIP制度や、電力の調整力・供給力を取引でき
る市場の整備を実施。

– EVや蓄電池の技術実証などを行い、太陽光や風力
などの変動性が大きい再エネとEVや蓄電池を組み合
わせた、電力需給の最適化サービスを提供する新たな
ビジネスを促進。

– 太陽光併設の家庭用蓄電池価格を、経済性が成り
立つ水準とするべく支援（2030年度7万円/kWh）。

 再エネの大量導入に伴う電力系統の混雑を解消す
るため、デジタル技術や市場を活用した次世代グリッ
ドを構築する。

– DERの大量導入に備え、次世代スマートメーターや市
場機能を活用した系統運用の高度化。

– 長距離直流送電システムの計画的・効率的な整備の
推進。

 マイクログリッドによって、エネルギーの地産地消、レジ
リエンスの強化、地域活性化を促進する。

– モデル事業から得られた知見・経験を共有することで、
必要な技術の確立を実施。

 最適な電力マネジメントによって、電気料金の
節約やレジリエンスの向上を実現する。

– 太陽光やスマートメーター、EV、蓄電池を活用した最
適な電力マネジメントによって、一般家庭の電力料金
の節約につなげる。

– 増大するDERの活用高度化によって、災害による停
電の抑制、復旧の早期化を実現。

主な今後の取組 2050年における国民生活のメリット

電力システムの将来像
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